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ラオスにおける判決の執行について 

2022 年４月 7 日 

One Asia Lawyers ラオス事務所 

1. 背景 

ラオスにおいては、2012 年に民事訴訟法が改正されており、判決の

執行手続きの詳細は、別途「判決執行法」に規定するとあります（民

事訴訟法第 310 条）。「判決執行法」は、2021 年 11 月 17 日付で 13

年振りに改正され、2022 年 3 月 31 日に官報に掲載、15 日後に施行

されています。 

今回は、強制執行手続きを中心に、特に改正前は規定されていなかった財産の売却方法

についても解説いたします。 

 

２．判決強制執行命令について 

裁判所は、判決を下した日から 20 日以内に判決の正本を作成します（民事訴訟法第 250

条）。完成後 5 日以内に、判決執行機関（以下、執行機関）は、当事者を呼び出し、判

決内容について説明を行い、民事上の責任、損害賠償に関する責任等の実行方法、判決

執行期限等を決定します（判決執行法第 18 条、19 条）。 

上記で決定した執行期限内に、合意した内容が履行されなかった場合、期限日から数え

て 5 日以内に、執行機関は、「判決執行命令書（以下、執行命令書）」を発出します

（判決執行法第 20 条）。 

判決執行機関の職員（以下、執行機関職員）が、「執行命令書」の内容を検討後、5 営

業日以内に、当事者を呼びだし、「執行命令書」の内容を確認し、判決を履行するよう

に促します（判決執行法第 20 条）。 

また、当事者が呼び出しに応じない場合は、以下の手続きとなります（判決執行法第 22

条）。 

１）当事者が、召喚状の送達先に不在であるという情報を入手した場合、執行機関職員

は、その場所まで出向き、同居している近親者（配偶者、両親、子どもなど）に、当事

者の代わりに召喚状を受領したことの署名を取得します（判決執行法第 22 条）。 
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２）当事者及びその近親者へ送達することができない場合、召喚状の住所地を管轄する

村役場及び当事者の最後の住所地に、「執行命令書」を掲示し、村長と覚書を結びます

（判決執行法第 22 条）。 

３）当事者及び近親者、両方の住所が不明であり、召喚状を送達することができない場

合、メディアを通じて通知をします（判決執行法第 22 条）。 

上記、２）及び３）の方法で送達した場合、送達日から数えて 15 日後に当事者は、

「執行命令書」を受領したとみなされます（判決執行法第 22 条）。 

 

３．判決執行期限について 

上記２のとおり、判決執行法第 22 条で規定する方法で通知を行い、受領日から数えて

30 日以内に、当事者は、判決を履行する必要があります。 

当事者が、任意に履行を拒否した場合、執行機関は、過去に差押等されていない、当事

者の財産をリスト化して、財産の差押又は押収命令を出します。また、30 日以内に判決

の履行が完了していない場合も、同様の措置がとられます。財産には、銀行の預金口座

も含まれます。 

なお、債権者は、当事者の財産に関する詳細について、文書で情報を執行機関へ提供す

る義務があります。 

 

４．財産の換価手続きについて 

判決執行法第 26 条によると、財産の査定には、三つの方法があります。 

１）当事者による合意 

２）当事者からの提案に基づき専門家又は法人による査定 

当事者により合意できなかった場合に、専門家等により査定が行われます。執行機関は、

日時、場所、対象となる財産等に関して、当該専門家に対して合意書を発行します。 

３）執行機関が選任した委員会（以下、委員会）による査定 
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上記１）及び２）の方法で、価格が決まらない場合、委員会が査定することになります。

同委員会のメンバーは、執行機関職員、政府組織の代表者、社会組織、専門家又は査定

経験者、村長等から構成されます。 

 

５．財産の売却について 

価格が決定した後、売却の手続きが行われます（判決執行法第 34 条）。 

１）売却広告（判決執行法第 35 条） 

当事者の合意又は専門家による査定により売却額が決定した場合、執行機関は、当事者

を裁判所に呼び、30 日以内に当事者又は財産所有者自身で売却するように伝えます。 

委員会による査定額に不服申し立てがなくなってから 10 日以内に、執行機関は、当事

者又は財産所有者に対して、45 日以内に自身で売却を広告するように、通知を出します。 

上記の期限内に売却できなかった場合は、執行機関が新聞、雑誌、ラジオ、テレビ等を

使用して、広く売却の広告をします（30 日間）。 

２）売却方法（判決執行法第 36 条） 

売却方法は、当事者又は財産所有者自身が実施する方法と執行機関が実施する方法があ

ります。 

① 当事者又は財産所有者による売却 

執行機関が査定した価格で売却する場合、査定額が債務額より上回る場合は、価格

を下げて売却することは可能ですが、強制執行にかかる手数料なども含めた総額を

下回る価格で売却することはできません。 

当事者の合意した額及び専門家の査定額で売却する場合、査定額が債務額を下回る

場合、当事者は、執行機関と債権者に対して、価格合意のための通知をする必要が

あります。 

② 執行機関による売却 

メディアを使用して広告した後、購入者が現れたけれども、当事者が売却すること

を承認しなかった場合、執行機関が、関係組織内で売却又は入札により公売するこ

とを通知します。 
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６． 入札について 

入札方法は、公開入札と非公開入札があります。両方ともに入札日の 10 営業日前に入

札の詳細を開示します。 

公開入札の場合は、一人何回でも価格を修正して入札することが可能となっています。 

非公開の入札の場合は、落札者は、入札日から 3 営業日以内に落札額の少なくても 10％

を支払う必要があります。残額は、入札日から、30 営業日以内に支払う必要があります。

落札者が途中で購入することをキャンセルした場合は、先に支払った額は返金されませ

んので、留意が必要です。また、落札後、満額支払いが完了するまで、又は所有権の移

転登録手続きが完了するまでは、落札した財産は執行機関の管理下にあります。所有権

移転に関連する手数料等は、すべて落札者の負担となります（判決執行法第 36 条）。 

 

７．立ち退きについて 

差押・押収した財産に居住者がいる場合、執行機関は、退去命令を発出します。発出後

90 日以内に、居住者は立ち退く必要があります。転居先が見つからない場合、家財道具

を保管する場所がない場合は、債権者が、居住場所を探したり、1 年を超えない期間で

住居を賃貸する必要があります（判決執行法第 33 条）。 

 

８．差押え・押収が禁止されている財産 

判決執行法第 57 条によると、差押・押収が禁止されている財産は以下の通り規定され

ています。 

１）1 個につき 100 万キープ（約 100 米ドル）を超えない額の当事者の所有する仏像な

どの神具 

２）当事者の毎日の食べ物及び治療薬 

３）一人につき 500 万キープを超えない額の寝具、衣類、子どもの遊び道具、調理道具

など 

４）1 個につき 500 万キープを超えない額の職業に関連する器具・道具 

以 上 
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〈注記〉 

本資料に関し、以下の点ご了解ください。 

・今後の政府発表や解釈の明確化にともない、本資料は変更となる可能性がございます。 

・本資料の使用によって生じたいかなる損害についても当社は責任を負いません。 

「One Asia Lawyers」は、日本および ASEAN 及び南西アジア各国の法に関するアドバイスを、

シームレスに、一つのワン・ファームとして、ワン・ストップで提供するために設立された日本

で最初の ASEAN 及び南西アジア法務特化型の法律事務所です。 

 One Asia Lawyers ラオス事務所においては、常駐日本人専門家 1 名を含む合計 7 名の体制

で対応を行っております。コーポレート、労務、倒産、訴訟等、現地に根付いたサービスを提供

しております。 

各種フォーマットの提供や動画配信（例えば、「ラオスにおける解雇規制とその留意点」等）を

行っております。 

本記事やご相談に関するご照会は以下までお願い致します。 

yuto.yabumoto@oneasia.legal（藪本 雄登） 

satomi.uchino@oneasia.legal （内野 里美） 

 

藪本 雄登 One Asia Lawyers メコン地域統括  

One Asia Lawyers の前身となる JBL Mekong グループを 2011 年に設立。メコン地域流域

諸国を統括。カンボジア、ラオス、タイ、ミャンマー、ベトナムで数年間の駐在・実務経験

を有し、タイを中心にカンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム（CLMV）の各国につき、

現地弁護士と協働して各種法律調査や進出日系企業に対する各種法的なサポートを行う。タイ国内案件、ベトナ

ム国内案件、CLM へのクロスボーダー進出支援業務、M&A、コーポレート、労務、税務、紛争解決案件等を担

当。ビエンチャン日本人商工会議所事務局長（2015 年）、カンボジア日本人商工会労務委員（2014 年、2015

年）、盤谷日本人商工会 GMS 委員（2016 年-）、東京都中小企業振興公社の相談員（2017 年-）、中小機構相

談員（2016-）等を歴任。   

  

内野 里美 弁護士法人 One Asia ラオス事務所     

2016 年より One Asia Lawyers ラオス事務所に駐在。ラオス国内で 15 年以上の実務経験

を有する。ラオス語を駆使し、現地弁護士と協働して各種法律調査や進出日系企業に対して

各種法的なサポートを行う。 
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